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今こそ岩手の知財を世界に広げましょう！今こそ岩手の知財を世界に広げましょう！

　現在、国内の中小企業において自社の技術・商品を活用した海外戦略が急激に進んでおります。当センターではこのような知
財のグローバル化を視野に入れている岩手県内の中小企業を対象として、特許権等知的財産権の外国出願費用を支援する事
業を実施します。今年度からは実用新案権も対象となっております。
　今年度第2次の募集を行いますので、お早めにお申し込みください。
　詳細につきましては担当にお電話いただくか、当センターWEBサイトをご覧ください。

産業支援グループ　TEL 019-631-3823　FAX 019-631-3830　http://www.joho-iwate.or.jp/fipr/

対 象 権 利

お問い合わせ
お申し込みは

特許権、実用新案権、商標権（冒認対策商標含む）、意匠権
※冒認対策商標…いわゆる「抜け駆け対策」。商標が他者によって出願され、その国でのビジ
ネスができなくなることを防ぐものです。

補 助 金
対象費用の 1/2 の補助を行い、上限は特許 150 万円、意匠・商標 60 万
円（冒認対策商標は30万円）までとします。（1企業が複数件の申込を行
う場合、１ヶ年度における上限は300万円）。

助 成 対 象
外国特許庁への出願時に要した費用（翻訳費・外国出願料・外国代理人費
用・手数料等）
●国内出願費用、PCT出願費用、国内出願・PCT出願の弁理士費用は認め
られません。
●日本国特許庁に支払う料金（特許印紙含む）は対象外です（マドリッド協定
議定書に基づく国際登録出願に要する費用など）。
●複数の国でも、外国出願に要する費用は対象となります。
●出願費用だけを対象とするので、登録料は対象となりません（同時に支
払う場合は登録料相当分のみ対象外とします）。

条 件
●岩手県内で事業を営む中小企業（個人、組合含む）であること。申請時点で
事業を実施していない個人は対象となりません。

●当センターへの応募段階において日本国特許庁に特許出願（PCT出願を
含む）していること。

●日本国特許庁に国内出願（日本国特許庁への出願は、当該年度内である
必要はありません）した上で、26年2月までに優先権を主張して（商標権を
のぞく）外国特許庁に出願を行うもの。

●26年2月までに外国への直接出願または指定国への国内段階移行が完
了するもの。

●外国への出願手続きが完了している（出願料金等を納付済み）場合は対
象となりません。

●優先権を主張しないものは、日本国内出願による新規性喪失で拒絶される
おそれがあるので、対象となりません（商標権をのぞく）。

中小企業者 いわて産業振興センター

国内弁理士等

要請・
支払い

支援
手続き・支払い

第2次公募締切 10月31日（予定）

第2次募集第2次募集

※詳しくは県のホームページをご覧ください。　「著作権セミナーinいわて」検索

一般社団法人　岩手県発明協会
〒020-0857　盛岡市北飯岡2-4-25　TEL019-634-0684 FAX019-631-1010
E-mail: associ@iwate-hatsumei.org（担当：酒井）

お申込み
お問合せ

平成25年11月1日（金）13時～16時
（公財）釜石・大槌地域産業育成センター
「商品開発・パッケージデザイン戦略」
商品開発する際のネーミング（商標）やパッケージデザイン（意匠）戦略について、事例を交えて学ぶ。
創友国際特許事務所　弁理士　橋本　京子氏

【全体講義】「著作権制度の概要」
【分科会（事例研究＆質疑応答）】

いわて
知的財産権セミナー
いわて
知的財産権セミナー
復興支援セミナーin釡石復興支援セミナーin釡石

著作権セミナーinいわて

商標セミナー～地域おこしブランド戦略～

日　時

講　師

場　所
テーマ

平成25年11月29日（金）13時30分～17時
（地独）岩手県工業技術センター　中ホール
「B級グルメブランドの育て方」（仮）
地域ブランドを確立するための戦略的な取組方法や地域団体商標法改正の動向について学ぶ。
特許業務法人　松田特許事務所　代表　弁理士　松田　雅章氏

日　時

講　師

場　所
テーマ

文化庁／岩手県
平成25年11月22日（金）13時～17時20分
盛岡地域情報交流センター　マリオス　18階・183、184、188会議室
著作権について学びたい方（定員100名）【参加費無料】

主　催

対象者
プログラム

11月13日（水）まで

第１部会（行政・一般関係）・・・「（仮題）ゆるキャラの創作・保護・活用について」
第２部会（文化関係施設等関係）・・・「（仮題）文化関連業務と著作権について（図書館・博物館・美術館・学校における著作権の留意点）」
第３部会（企業・一般関係）・・・「（仮題）著作権侵害について」
申込締切

日　時
場　所

̶

以下のいずれか1つの条件を満たせば、

※一部、対象とならない業種、設備があります。センターにお問い合わせください。
★貸与損料、リース料引き下げは、平成25年4月以降受付した分からの適用です

最長10年、据置期間2年利息1.55%で貸付可能です。

（1）経営革新計画の承認企業
（2）異分野連携新事業分野開拓計画の承認企業
（3）ISO9000／ISO14000の認証取得企業
（4）加工高に対する県内企業への外注比率が10%以上の企業
（5）県内企業5社以上へ下請発注している企業
（6）県内企業への下請発注額が年間1,000万円以上の企業
（7）申請する設備を設置することで(4)～(6)に該当する企業でも可

最長10年、1億円まで貸付可能です。（リースは除く）

東日本大震災で設備または事業所が被災し、
市町村等が発行する罹災証明書等の発行を受けている中小企業

総務・金融グループ http://www.joho-iwate.or.jp/setsubi☎019-631-3821　FAX019-631-3830お問い合せ

法人：代表者含み2人以上　個人1人以上

設備（建物を除く） 汎用設備（車輌を除く）

県内に事業所･工場
を有する中小企業
（企業組合・協業組合含む）

従業員20人以下の
県内小規模企業者
（商業･サービス業は5人以下）

対象企業

原則5年または7年

貸与額の10％
（最終償還時に返済）

原則5年または7年

年1.65％ 5年＝1.822%
7年＝1.346%

100万円～8,000万円 100万円～8,000万円

貸付期間
貸付限度額
（消費税含む）
対象設備

保 証 金

連帯保証人

利 息
（貸与損料）
リー ス料

区　分 設備貸与（割賦販売） リース

設備導入

設備代金・支払い

売買契約

貸与料支払

制度のしくみ設備貸与制度のご案内

5年～10年 メーカー
ディーラー

　「設備貸与制度」は、中小企業の皆様が機械・設備を導入
するときに、センターがそれを商社・メーカーから直接購入
して、低利で割賦販売またはリースをする、公的制度です。

金融機関の借入枠とは別枠です
長  期 低  利
無担保 （＊昨年度より0.3％引き下げました）

中小企業
貸与申込契約

いわて
産業振興センター

利率を引き下げました！

お
知
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せ

お
知
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せ
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